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「省力化を実現する設備投資をしたい」

省力化投資補助金
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売上拡大や生産性向上を後押しするため、人手不足に悩む中小企業等に対
して省力化投資を支援します。

カタログ注文型 一般型

要件 汎用製品を「製品カタログ」から選
択・導入

個別の現場設備や事業内容等に合
わせた設備導入・システム構築等の
多様な省力化投資を促進

補助上限
※

従業員数
5人以下:
500万円（750万円）

６～20人:
750万円（1000万円）

21人以上:
1000万円(1500万円）

従業員数
5人以下:
750万円（1,000万円)

6～20人:
1,500万円(2,000万円)

21～50人:
3,000万円(4,000万円)

51～100人:
5,000万円(6,500万円)

101人以上:
8,000万円（1億円）

補助率 1/2以下

中小:1/2
小規模:2/3
※最低賃金引上げ特例の場合、中
小企業の補助率を2/3に引上げ

対象経費

補助金事務局HPで公表された「製
品カタログ」に掲載された省力化製
品の導入費

※製品カタログ
https://shoryokuka.smrj.go.j
p/catalog/product_catalog/

機械装置・システム構築費（必
須）、技術導入費、専門家経費、
運搬費、クラウドサービス利用費、外
注費、知的財産権等関連経費

公募期間 随時受付中 2026年6月5日（金）
～2026年7月31日（金）

問合せ先 中小企業省力化投資補助事業事務局
https://shoryokuka.smrj.go.jp

※大幅な賃上げを行う場合、括弧内の額に補助上限を引き上げ

【当局担当課室】 経営支援課
TEL:011-709-2311（内線2577） E-mail:bzl-hokkaido-keieishien@meti.go.jp
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本資料全体に関するお問合せ

北海道経済産業局 総務企画部企画調査課

TEL:011-709-2311（内線2520）

※本資料の最新版はこちらからダウンロードできます。
https://www.hkd.meti.go.jp/hoksr/guidebook/index.htm

※当局HPには本資料に掲載している事業以外の公募情報も掲載しております。
https://www.hkd.meti.go.jp/information/koubo/index.htm


